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も く じも く じ紅
富
士
と
白
鳥
（
山
梨
県
山
中
湖
村
）

富士北麓に点在する富士五湖の中
で、最も富士に近い山中湖。古く
から高原リゾート地として親しま
れ、年間400万人もの観光客が訪
れる。富士山の構成資産として世
界文化遺産に登録されており、湖
畔から富士の眺望を堪能する事が
できる。

　

現
在
、日
本
の
総
人
口
は
1
億
2
、６
９
５
万
8
千

人（
総
務
省
統
計
局
２
０
１
５
年
7
月
1
日
確
定
値
）

で
、
ピ
ー
ク
の
２
０
０
８
年
よ
り
１
１
２
万
人
減
っ

た
が
、
減
っ
た
の
は
日
本
人
人
口
で
あ
る
。
国
が
推

進
し
て
い
る
「
1
億
総
活
躍
」
と
は
、
す
で
に
一
定

数
の
人
口
減
少
を
織
り
込
ん
で
い
る
。
か
り
に

２
０
６
０
年
に
人
口
1
億
人
を
維
持
で
き
る
と
し
て

も
、
そ
の
間
、
約
３
０
０
０
万
人
近
い
人
口
が
減
る

こ
と
が
前
提
と
な
っ
て
い
る
。
す
で
に
人
口
減
少
は

避
け
が
た
い
か
ら
、
何
と
か
し
の
い
で
い
か
な
け
れ

ば
な
ら
な
い
こ
と
に
な
る
。

　

そ
の
う
ち
、
さ
ま
ざ
ま
な
分
野
で
深
刻
化
す
る
の

が
人
材
（
人
手
）
不
足
で
あ
る
。
人
材
不
足
へ
の
対

策
は
、
①
現
に
働
い
て
い
る
人
の
生
産
性
を
た
か
め

る
こ
と
、
②
省
力
化
の
た
め
の
機
器
を
開
発
し
導
入

す
る
こ
と
、
③
外
国
人
人
材
を
登
用
す
る
こ
と
で
あ

る
。
②
に
よ
っ
て
あ
る
程
度
人
材
不
足
を
補
い
え
る

し
、
③
も
あ
る
程
度
有
効
だ
ろ
う
が
、
な
ん
と
い
っ

て
も
①
に
よ
る
現
有
人
員
の
「
人
財
」
化
が
重
要
で

あ
る
。「
人
財
」
と
は
並
み
以
上
に
有
能
で
有
用
な

仕
事
・
活
動
を
す
る
人
物
の
こ
と
で
あ
る
。

　

東
京
圏
は
と
も
か
く
地
方
圏
の
市
町
村
で
は
、
職

員
の
新
規
採
用
に
お
い
て
技
術
職
の
採
用
が
困
難
に

な
っ
て
い
る
だ
け
で
な
く
、
応
募
人
員
に
変
化
が
起

き
て
い
る
。
か
つ
て
地
方
の
市
町
村
で
は
「
大
卒
」

の
職
員
は
珍
し
か
っ
た
。
し
か
し
、
大
学
進
学
率
が

高
ま
り
、
自
治
体
行
政
の
遂
行
で
も
よ
り
高
い
「
知

力
」
が
必
要
に
な
っ
た
こ
と
か
ら
、む
し
ろ
「
大
卒
」

の
職
員
が
当
た
り
前
に
な
っ
た
。
そ
れ
に
再
び
変
化

が
起
こ
り
、
特
に
中
山
間
地
な
ど
の
町
村
に
大
卒
者

（
予
定
者
を
含
む
）
の
応
募
が
減
り
、
あ
る
い
は
ご

く
少
数
に
な
り
始
め
て
い
る
と
い
う
。
最
終
面
談
で

こ
れ
ぞ
と
思
う
人
物
に
、そ
れ
も
新
規
大
卒
者
に「
逃

げ
ら
れ
て
」
し
ま
う
の
で
あ
る
。
そ
の
結
果
、
必
要

な
人
員
補
充
の
た
め
に
「
高
卒
」
を
よ
り
多
く
採
用

せ
ざ
る
を
得
な
く
な
っ
て
い
る
と
い
う
。

　

も
ち
ろ
ん
、あ
る
職
員
が
「
高
卒
」
だ
か
ら
と
い
っ

て
「
人
財
」
と
し
て
活
躍
で
き
な
い
こ
と
は
な
い
。

全
体
と
し
て
、「
定
員
の
適
正
化
」
で
よ
り
一
層
少

数
精
鋭
主
義
が
求
め
ら
れ
、
し
か
も
非
正
規
・
非
常

勤
職
員
が
増
え
て
い
る
中
で
、「
高
卒
」
が
増
え
て

い
け
ば
、
正
規
・
常
勤
の
「
高
卒
」
職
員
の
働
き
振

り
が
自
治
体
行
政
の
遂
行
に
と
っ
て
非
常
に
重
要
に

な
る
だ
ろ
う
。
そ
の
た
め
に
は
、
採
用
後
に
放
送
大

学
な
ど
通
信
教
育
の
大
学
へ
の
進
学
を
奨
励
す
る
と

と
も
に
、
キ
ビ
キ
ビ
・
テ
キ
パ
キ
と
仕
事
を
こ
な
し
、

政
策
形
成
力
を
発
揮
で
き
る
よ
う
な
「
人
財
」
の
育

成
と
人
事
の
工
夫
が
不
可
欠
に
な
る
。

コラム

人
口
減
少
と
町
村
職
員
の「
人
財
」化
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京
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学
名
誉
教
授
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町 村 週 報（第三種郵便物認可） 平成28年 1 月25日　50第2947号

政 策

平成28年度経済産業省関係予算の概要

※1　四捨五入の結果、合計が一致しない場合がある。
※2　経済産業省関係当初予算の合計額は、特許特会、貿易再保険特会との重複額（16.2億円）を除く。
※3　平成27年度経済産業省関係補正予算案のうち、復興庁計上228億円、財務省計上15億円。
※4　平成27年度経済産業省関係補正予算案は平成27年12月18日閣議決定。
※5　平成27年度経済産業省関係予備費のうち、財務省計上23億円、内閣府計上 1 億円。
※6　平成27年度経済産業省関係予備費は平成27年12月18日閣議決定。

27 年 度
当初予算
（A）

28 年 度
当初予算案

（B）

対前年
増減額

（B－A）
伸率

①一般会計（エネ特繰入除く） 3,383 3,371 △ 12 △ 0.4%

中小企業対策費 1,111 1,111 0 0.0%

科学技術振興費 997 979 △ 18 △ 1.9%

その他経費 1,274 1,280 6 0.5%

②エネルギー対策特別会計 7,965 8,384 419 5.3%

エネルギー需給勘定 5,973 6,497 525 8.8%

電源開発促進勘定 1,789 1,752 △ 37 △ 2.1%

原子力損害賠償支援勘定 203 135 △ 68 △ 33.7%

小計（①、②） 11,348 11,755 407 3.6%

③特許特会 1,404 1,446 42 3.0%

④貿易再保険特会 2,196 2,235 39 1.8%

経産省計（①～④） 14,932 15,420 488 3.3%

（復興庁計上）

東日本大震災復興特別会計
（経済産業省関係） 982 1,121

（補正を含む） 138 14.1%

（参考）
○平成27年度補正予算案（経済産業省関係）
○平成27年度予備費（経済産業省関係）

2,901億円
　996億円

（単位：億円）
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町 村 週 報51　平成28年 1 月25日 （第三種郵便物認可） 第2947号

政 策

【
環
境
省
予
算
・
施
策
の
概
要
】

　

環
境
省
の
平
成
28
年
度
予
算
案
は
、
前

年
度
の
31
・
３
％
増
と
な
る
１
兆
２
１
９

１
億
円
と
な
っ
て
い
る
。
環
境
省
で
は
、

東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
興
と
震
災
の
教

訓
を
踏
ま
え
た
防
災
・
減
災
、
新
た
な
温

室
効
果
ガ
ス
削
減
目
標
の
達
成
に
向
け
た

国
内
対
策
の
抜
本
的
強
化
と
世
界
全
体
の

排
出
削
減
へ
の
貢
献
、
循
環
共
生
型
社
会

の
構
築
、
Ｇ
７
富
山
環
境
大
臣
会
合
等
を

通
じ
た
地
球
規
模
の
環
境
対
策
へ
の
貢
献

を
柱
に
、
２
０
２
０
年
に
向
け
て
国
内
の

改
革
や
取
組
を
加
速
さ
せ
、
環
境
政
策
を

進
化
さ
せ
て
い
く
と
し
て
い
る
。
東
日
本

大
震
災
か
ら
の
復
旧
・
復
興
等
に
係
る
重

点
施
策
で
は
、中
間
貯
蔵
施
設
の
整
備
に
、

１
、
３
４
６
億
円
が
計
上
さ
れ
、
指
定
廃

棄
物
等
の
処
理
費
用
に
は
、
２
、
１
４
０

億
円
が
計
上
さ
れ
て
い
る
。

　

低
炭
素
社
会
づ
く
り
の
関
係
で
は
、
再

生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
活
用
し
、
需
要
に

応
じ
て
電
気
や
熱
の
供
給
量
を
変
え
る
シ

ス
テ
ム
を
公
共
施
設
に
取
り
入
れ
る
場
合

の
補
助
に
26
億
円
、
地
域
の
街
路
樹
灯
へ

の
発
光
ダ
イ
オ
ー
ド
（
Ｌ
Ｅ
Ｄ
）
照
明
の

導
入
支
援
16
億
円
、
燃
費
性
能
に
優
れ
た

自
家
用
ト
ラ
ッ
ク
や
バ
ス
の
購
入
費
の
補

助
10
億
円
が
盛
り
込
ま
れ
た
。

【
廃
棄
物
・
リ
サ
イ
ク
ル
対
策
関
係
予
算
】

　

廃
棄
物
・
リ
サ
イ
ク
ル
対
策
関
係
予
算

の
う
ち
、
主
な
も
の
は
以
下
の
と
お
り
で

あ
る
。

○
東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
旧
・
復
興
等

　

東
日
本
大
震
災
か
ら
の
復
旧
・
復
興
等

に
つ
い
て
は
、
原
発
事
故
の
除
染
の
費
用

に
過
去
最
大
の
５
、
２
２
４
億
円
が
計
上

さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
放
射
性
物
質
汚
染

廃
棄
物
処
理
事
業
等
と
し
て
、
２
、
１
４

０
億
円
が
計
上
さ
れ
、
福
島
県
の
汚
染
廃

棄
物
対
策
地
域
内
の
廃
棄
物
や
、
そ
の
他

の
県
も
含
め
た
放
射
性
物
質
に
汚
染
さ
れ

た
指
定
廃
棄
物
に
つ
い
て
、
風
評
被
害
対

策
等
の
充
実
を
図
り
つ
つ
、
国
の
責
任
に

お
い
て
処
理
を
着
実
に
進
め
る
と
と
も

に
、
市
町
村
等
が
行
う
稲
わ
ら
、
牧
草
等

の
農
林
業
系
廃
棄
物
の
処
理
を
促
進
す
る

と
し
た
。

○
循
環
型
社
会
形
成
推
進
交
付
金

　

循
環
型
社
会
形
成
推
進
交
付
金
（
廃
棄

物
処
理
施
設
分
）
と
し
て
２
８
０
億
円
が

計
上
さ
れ
、
廃
棄
物
処
理
施
設
を
自
立
・

分
散
型
の
低
炭
素
エ
ネ
ル
ギ
ー
セ
ン
タ
ー

と
し
て
廃
棄
物
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
徹
底
活
用

す
る
と
と
も
に
、
社
会
の
安
心
・
安
全
を

確
保
す
る
た
め
、
一
般
廃
棄
物
処
理
施
設

の
早
急
か
つ
適
切
な
更
新
を
図
る
と
し

た
。
な
お
、
同
交
付
金
に
つ
い
て
は
、
３

８
３
億
円
が
27
年
度
補
正
と
し
て
計
上
さ

れ
て
い
る
。
ま
た
、
同
交
付
金
（
浄
化
槽

分
）
と
し
て
は
、
前
年
度
と
同
額
の
84
億

円
が
計
上
さ
れ
て
い
る
。
こ
の
中
で
、
浄

化
槽
の
整
備
推
進
を
図
り
、
地
域
の
水
環

境
を
保
全
し
、
自
立
・
分
散
型
の
地
域
社

会
の
構
築
を
目
指
す
と
し
て
、環
境
配
慮
・

防
災
ま
ち
づ
く
り
浄
化
槽
整
備
推
進
事
業

等
が
新
規
に
盛
り
込
ま
れ
た
。

○
漂
流
・
漂
着
ご
み
対
策

　

海
岸
漂
着
物
等
地
域
対
策
推
進
事
業
と

し
て
４
億
円
、
27
年
度
補
正
予
算
で
26
億

円
が
計
上
さ
れ
て
い
る
。
海
洋
ご
み
は
、

国
内
外
を
問
わ
ず
様
々
な
地
域
由
来
の
も

の
が
混
在
し
て
お
り
、
地
方
公
共
団
体
は

漂
着
し
た
ご
み
の
処
理
責
任
は
あ
る
も
の

の
、
自
ら
発
生
抑
制
対
策
を
行
っ
た
と
し

て
も
問
題
解
決
に
つ
な
が
ら
な
い
状
況
に

あ
り
、
国
が
補
助
金
に
よ
る
支
援
を
実
施

し
海
洋
ご
み
対
策
を
進
め
る
必
要
が
あ
る

と
し
て
回
収
処
理
、
発
生
抑
制
対
策
等
の

総
合
的
な
海
洋
ご
み
対
策
の
推
進
や
き
れ

い
で
豊
か
な
沿
岸
地
域
等
の
保
全
・
再
生

の
推
進
を
図
る
と
し
て
い
る
。

環　　境　　省
廃棄物・リサイクル対策関係予算・施策の概要

解 説 平成28年度関係省庁予算
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町 村 週 報（第三種郵便物認可） 平成28年 1 月25日　52第2947号

政 策

平成28年度環境省予算の概要

平成27年度
当初予算額

平成27年度
補正予算（案）

平成28年度

当初予算（案） 対前年比
� 億円 � 億円 � 億円 �

一 般 政 策 経 費 等 1,503 584 1,452 97％

エネルギー対策特別会計へ繰入 1,008 － 1,368 136％

合　　　　　　計 2,511 584 2,820 112％

【一般会計】

平成27年度
当初予算額

平成27年度
補正予算（案）

平成28年度

当初予算（案） 対前年比
� 億円 � 億円 � 億円 �

エネルギー対策特別会計 1,148 － 1,586 138％

うち、エネルギー需給勘定 1,125 － 1,564 139％

� �電源開発促進勘定 23 － 22 96％

【エネルギー対策特別会計】

平成27年度
当初予算額

平成27年度
補正予算（案）

平成28年度

当初予算（案） 対前年比
� 億円 � 億円 � 億円 �

一般会計＋エネルギー対策特別会計
（除く､エネルギー対策特別会計へ繰入） 2,650 584 3,038 115％

【小　　計】

平成27年度
当初予算額

平成27年度
補正予算（案）

平成28年度

当初予算（案） 対前年比
� 億円 � 億円 � 億円

東日本大震災復興特別会計
（ 復 興 庁 一 括 計 上 ） 6,636 783 9,153 138％

【東日本大震災復興特別会計】

平成27年度
当初予算額

平成27年度
補正予算（案）

平成28年度

当初予算（案） 対前年比
� 億円 � 億円 � 億円

合　　　　　　計 9,286 1,367 12,191 131％

【合　　計】

※四捨五入等の理由により、計数が合致しない場合がある。
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事　　　項 平成27年度
予　算　額

平成28年度
予算（案）額

対前年度比較
増�△�減�額

（項）廃棄物・リサイクル対策推進費� 5,762,376 10,132,495 4,370,119

廃棄物・リサイクル対策の推進に必要な経費 5,762,376 10,132,495 4,370,119

○�廃棄物対策等共通経費 100,824 100,824 0

○�国際分担金等経費 88,330 108,204 19,874

・アジア諸国における3Rの戦略的実施支援事業拠出金 29,700 48,600 18,900

○循環型社会形成推進費 1,156,629 926,198 △�230,431

・�循環型社会形成推進等経費 97,318 88,348 △�8,970

・（新）G7等国際動向を踏まえた次期循環型社会形成推進基本計画等検討事業 0 50,908 50,908

・食品リサイクル推進事業費 31,327 35,000 3,673

・自動車リサイクル推進事業費 20,692 23,000 2,308

・�我が国循環産業の戦略的国際展開・育成事業（国際展開支援） 340,398 270,398 △�70,000

○�廃棄物対策等事務処理費 965,655 3,519,658 2,554,003

・�大規模災害に備えた廃棄物処理体制検討・拠点整備事業 950,000 3,504,000 2,554,000

○�浄化槽対策推進費 117,499 127,621 10,122

・�（新）浄化槽普及戦略策定事業費 0 25,002 25,002

・�浄化槽システム強靭化事業費 16,116 12,672 △�3,444

・�し尿処理システム国際普及推進事業費 15,490 15,712 222

○�災害等廃棄物処理事業費補助金 200,000 200,000 0

○�廃棄物処理システム開発費 85,112 11,773 △�73,339

○�廃棄物対策推進費 138,746 127,810 △�10,936

○�産業廃棄物等処理対策強化費 631,479 691,957 60,478

・�ＩＴを活用した循環型地域づくり基盤整備事業 39,710 100,059 60,349

・�ＰＣＢ廃棄物適正処理対策推進事業 165,771 150,000 △�15,771

・�適正な資源循環に向けた廃棄物等の不法輸出入に係る対策強化 47,972 66,529 18,557

・�水俣条約に基づく水銀廃棄物の環境上適正な処理の支援等事業 140,000 155,475 15,475

・�産業廃棄物処理業のグリーン成長・地域魅力創出促進支援事業 100,000 100,000 0

○�廃棄物再生利用等推進費 2,248,102 4,300,000 2,051,898

・�産業廃棄物不法投棄等原状回復措置推進費補助金 348,102 300,000 △�48,102

・�ＰＣＢ廃棄物処理設備のＰＣＢ除去・原状回復事業費 1,000,000 3,000,000 2,000,000

○��2020年東京オリンピックに向けた統合的アプローチによる環境対策推進事業 30,000 18,450 △�11,550

（項）廃棄物処理施設整備費� 48,491,166 38,822,166 △�9,669,000

廃棄物処理施設整備に必要な経費 48,491,166 38,822,166 △�9,669,000

○�廃棄物処理施設整備費 4,555,209 2,352,644 △�2,202,565

・�ＰＣＢ廃棄物処理施設整備事業 3,800,000 1,700,000 △�2,100,000

○�循環型社会形成推進交付金 43,935,957 36,469,522 △�7,466,435

・�循環型社会形成推進交付金（廃棄物処理施設分） 35,466,000 28,000,000 △�7,466,000

・�循環型社会形成推進交付金（浄化槽分） 8,421,000 8,421,000 0

（単位：千円）

廃棄物・リサイクル対策関係予算表
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政 策

【
観
光
地
協
関
係
】

　

観
光
関
係
予
算
（
観
光
庁
関
係
）
は
、

前
年
度
比
２
倍
の
２
０
０
億
円
が
計
上
さ

れ
、
概
算
要
求
額
を
上
回
っ
た
。
地
域
の

イ
ン
バ
ウ
ン
ド
受
入
環
境
整
備
を
支
援
す

る
補
助
制
度
で
あ
る
、
訪
日
外
国
人
旅
行

者
受
入
環
境
整
備
緊
急
対
策
事
業
を
創
設

し
、
80
億
円
を
計
上
し
た
。
訪
日
外
国
人

の
入
国
か
ら
、
目
的
地
ま
で
の
移
動
、
観

光
地
で
の
交
流
・
体
験
、
宿
泊
施
設
で
の

滞
在
ま
で
、
面
的
に
受
入
環
境
整
備
を
支

援
す
る
と
と
も
に
、訪
日
外
国
人
の
滞
在
・

移
動
に
関
す
る
不
満
・
要
望
を
Ｓ
Ｎ
Ｓ
等

で
調
査
し
て
検
証
す
る
と
し
て
い
る
。
ま

た
、
世
界
遺
産
、
日
本
遺
産
、
社
寺
観
光

な
ど
、
同
一
テ
ー
マ
で
観
光
振
興
を
図
る

地
域
を
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
化
し
、
モ
デ
ル

ケ
ー
ス
の
形
成
を
支
援
す
る
テ
ー
マ
別
観

光
に
よ
る
地
方
誘
客
事
業
を
新
規
に
創
設

し
７
、
０
０
０
万
円
を
計
上
し
た
。
さ
ら

に
、
復
興
枠
に
お
い
て
、
新
規
で
東
北
観

光
復
興
対
策
交
付
金
を
32
億
６
、
０
０
０

万
円
を
計
上
し
た
。
東
北
地
方
の
風
評
被

害
を
払
拭
し
、
東
日
本
大
震
災
の
影
響
に

よ
り
大
き
く
落
ち
込
ん
だ
訪
日
外
国
人
旅

行
者
を
回
復
さ
せ
、
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
急
増

の
効
果
を
波
及
さ
せ
る
こ
と
に
よ
り
、
観

光
を
通
じ
て
被
災
地
の
復
興
を
加
速
化
さ

せ
る
と
し
て
い
る
。

【
半
島
協
関
係
】

　

半
島
振
興
関
係
予
算
の
う
ち
行
政
経
費

と
し
て
、
１
億
１
、
１
０
０
万
円
（
前
年

度
比
△
３
％
減
）
が
計
上
さ
れ
て
い
る
。

　

こ
の
う
ち
、
平
成
27
年
３
月
の
半
島
振

興
法
の
改
正
に
あ
わ
せ
、
半
島
地
域
に
お

い
て
多
様
な
主
体
が
連
携
し
て
広
域
的
に

実
施
す
る
、
交
流
促
進
、
産
業
振
興
、
定

住
促
進
に
資
す
る
ソ
フ
ト
事
業
に
対
し
て

支
援
す
る
た
め
の
半
島
振
興
広
域
連
携
促

進
事
業
は
、
９
、
８
０
０
万
円
を
計
上
し

て
い
る
。

【
ダ
ム
・
発
電
協
関
係
】

　

電
源
立
地
の
円
滑
化
や
発
電
所
所
在
地

域
の
公
共
施
設
整
備
等
を
目
的
と
し
た
電

源
立
地
地
域
対
策
交
付
金（
８
６
９
億
円
）

の
う
ち
、
水
力
発
電
施
設
周
辺
地
域
交
付

金
相
当
部
分
（
水
力
交
付
金
）
に
つ
い
て

は
、
54
億
円
（
前
年
度
54
億
円
）
が
確
保

さ
れ
た
（
水
力
交
付
金
は
、
平
成
23
年
度

か
ら
交
付
期
間
が
10
年
間
延
長
さ
れ
、
最

長
40
年
間
交
付
）。

　

水
力
発
電
関
連
で
は
、
水
力
発
電
新
技

術
活
用
促
進
事
業
費
補
助
金
（
経
済
産
業

省
）
と
し
て
23
億
円
を
新
た
に
計
上
。
水

力
発
電
施
設
の
老
朽
化
が
進
む
中
、
設
備

更
新
や
改
造
等
の
支
援
を
行
い
、
水
力
発

電
の
出
力
量
の
増
加
を
目
指
す
。
ま
た
水

力
発
電
事
業
化
促
進
事
業
費
補
助
金
（
経

済
産
業
省
）11
億
円
が
新
た
に
措
置
さ
れ
、

事
業
化
に
向
け
た
新
規
開
発
地
点
で
の
調

査
の
支
援
や
、
地
域
住
民
へ
の
水
力
発
電

の
理
解
の
促
進
に
係
る
支
援
を
行
う
。

各　協　議　会
関係省庁予算・施策の概要

解 説 平成28年度関係省庁予算
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ご契約のお車が、事故・故障で自力走行できなくなった場合、事前にロードアシスタンス専用デスクにご連絡ください。ロードアシスタンス業者
にお取り次ぎし、レッカーや30分程度の緊急修理などを手配します。

・このご案内は概要を説明したものです。詳しい内容については取扱代理店（千里）までお問い合せください。

〈車両保険引受保険会社〉損害保険ジャパン日本興亜株式会社

SJNK15-10902(2015.11.04作成）

「損害保険ジャパン日本興亜株式会社」は損保ジャパンと日本興亜損保が 2014年９月１日に合併し誕生した会社です。

●「車両共済（保険)制度」は、全国町村職員生活協同組合と損害保険ジャパン日本興亜株式会社とが集団扱契約を締結し、実施しているものです。

・掛金（保険料）は、型式、初度登録年月、年齢条件、運転者限定特約の有無、共済（保険）金額、等級などにより異なります。

※この車両共済（保険）をご契約いただける方は、全国町村職員生活協同組合の自動車共済に加入されている方に限ります。

●お見積りのご請求・お申し込み・お問い合わせなどは、下記までご連絡ください●

03-3519-7325
0120-731-087
（受付時間  月～金  午前9時30分～午後5時）

FAX
株式会社　千 里（取扱代理店）
〒100-0014  東京都千代田区永田町1-11-32  全国町村会館西館内
●ホームページアドレス　http://www.chisato-ag.co.jp

　●バッテリー上がりや、キー閉じ込み、ガス欠など
ご契約のお車が、事故・故障で自力走行できなくなった場合、事前にロードアシスタンス専用デスクにご連絡ください。ロードアシスタンス業者

無料ロードサービスがついてきます。

この車両共済（保険）は、町村生協の自動車共済で補償する対人賠償、対物賠償、限定
搭乗者傷害等に加え「ご自身のおクルマの補償（車両保険）」を追加する制度です。
お車が衝突した場合や台風 ・ いたずら ・ 盗難など偶然な事故で損害を被ったときに、
共済（保険）金をお支払いします。

お電話の際には、車検証をお手元にご用意ください

町村生協の自動車共済にご加入の皆様なら！

●無事故による割引で新規から （保険料）割引％43
・ ご加入を希望するお車が町村生協の自動車共済で過去3年
        無事故の場合は、ノンフリート等級9等級からスタートします。 ・保険料分割払をご利用の場合は上記の集団扱年一括払の5%割引の適用はありません。

　●集団扱年一括払いによる割引で更に ％割引5
保険料分割払(12回）も選択可能です。

集団扱としてご契約いただけるのは、保険契約者および被保険者が損保ジャパン日本興亜の定める条件を満たす場合のみとなります。
詳細については、取扱代理店（千里）までお問い合わせください。

車両共済（保険）のご案内車両共済（保険）のご案内
（一般自動車保険の車両保険）

第2947号55　平成28年 1 月25日
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「ゆとり」と「やすらぎ」のひととき

静かさと心地よさに配慮し、室内インテリア全体を落ち着いた雰囲気にまとめ、
ゆったりとしたやすらぎのひとときをお届けいたします。

シングル 119 室
平日料金10,100円より

※1名利用の場合 9,600 円

※1名利用の場合 11,400 円

8,600円より

※1名利用の場合 9,000 円

http://www.zck.or.jp/kaikan/index.html

TIME of RELAXING

金曜日料金

8,100円より
土・日・祝日料金

ダブル 12室
平日料金13,700 円 
〈2名利用〉

11,600円
金曜日料金

10,900円
土・日・祝日料金

ツイン17室
平日料金19,000円より 
〈2名利用〉

16,200円より
金曜日料金

15,200円より
土・日・祝日料金

洋室シングル

洋室ダブル

洋室ツイン

15％
OFF

20％
OFF

15％
OFF

20％
OFF

15％
OFF

20％
OFF

SINGLE
ROOM

TWIN
ROOM

DOUBLE
ROOM

会議室・宴会場

カジュアルレストラン「ペルラン」

2階には広さと設備が多彩な、大小4つのホー
ル、会議室。高い機能性を持ち、さまざまな演
出が可能です。会議・研修、パーティーなどに
幅広くご利用いただけます。 

ランチタイム11:00 ～ 14:00
ティータイム14:00 ～ 17:00
ディナータイム17:00 ～ 22:00
（21:30 ラストオーダー）

SINGLESINGLE
ROOMROOM

BLEBLE
ROOMROOM

会議室・宴会場

土・日・祝日は
リーズナブルに

和室もございますのでお問い合わせ下さい。
禁煙ルームをご用意しております。

土・日・祝日のご宿泊は、
平日料金の20％OFF20％OFF20％OFF20％OFF20％OFF
金曜日のご宿泊は、
平日料金の15％OFF15％OFF15％OFF15％OFF15％OFF

和食処「さいかち」

ランチタイム11:30 ～ 14:30
（14:00 ラストオーダー）

ディナータイム17:00 ～ 22:00
（21:30 ラストオーダー）

全国町村会館へのアクセスガイド

■有楽町線・半蔵門線・南北線「永田町」3番出口徒歩 1分
■丸の内線・銀座線「赤坂見附駅」徒歩 8分
■タクシー東京駅から約 20 分

お電話でのご予約・お問い合わせは

TEL 03（3581）0471
FAX 03（3581）0220
〒100-0014  東京都千代田区永田町 1丁目 11 番 35 号

市町村職員共済組合等の宿泊助成券がご利用いただけます。

WEB からのご宿泊予約は、特別料金（部屋数限定）がございます。

ホームページは 全国町村会館 検索

p56 2947広告 会館.indd   56 2016/01/15   16:17:36


